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（１） 訪問系サービス 

① サービスの概要 

サービス名 サービスの内容 

居宅介護 
入浴、排泄、食事の介護など、居宅での生活全般にわたる介護

を行う。 

重度訪問介護 
重度の障がいがあり常に介護が必要な人に、居宅での生活全般

にわたる介護のほか、外出時の移動の支援を行う。 

同行援護 
重度の視覚障がいにより移動が困難な人に、外出時に同行して

移動の支援を行う。 

行動援護 
知的障がいや精神障がいにより常時介護を要する人に、行動す

るとき必要な介助や外出時の移動の支援などを行う。 

重度障害者等 

包括支援 

介護の必要性が著しく高い人に、居宅介護などの福祉サービス

を包括的に提供する。 

② サービス種別ごとの必要見込量   （単位：利用者数 人/月、利用時間 時間/月） 

項  目 R6 R7 R8 

居宅介護 
利用者数 365 365 365 

利用時間 6,550 6,600 6,650 

重度訪問

介護 

利用者数 15 15 15 

利用時間 6,000 6,000 6,000 

同行援護 
利用者数 41 41 41 

利用時間 450 450 450 

行動援護 
利用者数 7 7 7 

利用時間 190 190 190 

③ 見込みの考え方、確保のための方策 

見込みの考え方 

◇訪問系サービスについて、グループホーム利用者数の増加などもあり、全体的に

利用者数は横ばいになっています。一方で、障がい者本人の高齢化や重度化、支

援者である家族の高齢化などもあり、利用時間は概ね増加傾向にあります。 

◇今後もグループホーム利用者数は増加すると考えられますが、住み慣れた家や地

域で安定した生活を送りたい障がい者への支援体制も確保する必要があるため、

利用者数、利用時間ともにほぼ横ばい又は微増することを見込んでいます。 

確保のための方策 

◇相談支援を通して、利用者一人ひとりに必要なサービスの提供量を確保するほか、

高齢となった障がい者には介護保険サービスへの円滑な移行により適切なサービ

ス利用を促進します。 

３ 活動指標について 
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④ 第 6期計画期間中の実績       （単位：利用者数 人/月、利用時間 時間/月） 

項  目 
R3 R4 R5見込 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

居宅介護 
利用者数 400 364 440 366 480 364 

利用時間 6,400 6,288 6,800 6,347 7,200 6,528 

重度訪問 

介護 

利用者数 13 10 15 12 17 14 

利用時間 5,000 4,058 5,700 4,422 6,400 5,880 

同行援護 
利用者数 50 46 53 47 56 41 

利用時間 750 575 850 568 950 451 

行動援護 
利用者数 4 8 4 7 4 7 

利用時間 14 131 14 162 14 188 

 

（２） 日中活動系サービス 

 ① サービスの概要 

サービス名 サービス内容 

生活介護 
常に介護が必要とする人に、施設において、入浴、排泄、

食事の介護や創作的活動などの機会を提供する。 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓

練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、

身体機能や生活能力の向上ために必要な訓練を行う。 

就労移行支援 
企業で働くことを希望する人に、一定期間、就労に必要な

知識及び能力の向上に必要な訓練を行う。 

就労継続支援 

（Ａ型…雇用型・ 

Ｂ型…非雇用型） 

企業で働くことが困難な人に、就労の機会や生産活動その

他の活動の機会を提供し、知識や能力の向上のための訓練

を行う。 

就労定着支援 

企業等に新たに雇用された人に対して、就労に伴う生活面

の課題に対応できるよう、一定期間、事業所・家族との連

絡調整などを行う。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、

療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援を行う。 

短期入所 

自宅で介護を行う人が病気などの理由により介護を行うこ

とができない場合に、短期間の宿泊を伴う入所施設で、入

浴、排泄、食事の介護などを行う。 
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② サービス種別ごとの必要見込量   （単位：利用者数 人/月、利用日数 人日/月） 

項  目 R6 R7 R8 

生活介護 
利用者数 720 720 720 

利用日数 14,000 14,000 14,000 

自立訓練

（機能訓練） 

利用者数 1 1 1 

利用日数 20 20 20 

自立訓練

（生活訓練） 

利用者数 60 60 60 

利用日数 780 780 780 

就労移行

支援 

利用者数 60 65 70 

利用日数 1,000 1,100 1,200 

就労継続

支援（Ａ型） 

利用日数 400 400 400 

利用日数 7,800 7,800 7,800 

就労継続

支援（Ｂ型） 

利用者数 960 970 980 

利用日数 16,700 16,800 16,900 

就労定着支援 利用者数 25 27 30 

療養介護 利用者数 40 40 40 

短期入所 
利用者数 135 140 145 

利用日数 760 775 790 

③ 見込みの考え方・確保のための方策 

見込みの考え方 

◇生活介護や自立訓練については、実績から利用者数、利用日数ともにほぼ横ば

いを見込んでいます。 

◇就労系サービスについては、一般就労への移行に向けた支援を促進する必要が

あることから、就労移行支援が増加することを見込んでいます。 

◇療養介護は実績からほぼ横ばい、短期入所は家族のレスパイトなどの支援も含

め、利用者数、利用日数ともに増加することを見込んでいます。 

確保のための方策 

◇一般就労への移行に向けた支援が促進されるよう、自立支援協議会などにおい

て課題の検討を行い、必要量の確保に向けた取組に繋げます。 
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④ 第 6期計画期間中の実績     （単位：利用者数・・人/月、利用日数・・人日/月） 

項  目 
R3 R4 R5見込 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

生活介護 
利用者数 750 719 765 717 780 722 

利用日数 14,200 13,878 14,300 13,734 14,400 14,046 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用者数 3 1 3 1 3 1 

利用日数 30 2 30 3 30 21 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用者数 60 59 60 62 60 54 

利用日数 1,000 700 1,000 781 1,000 789 

就労移行 

支援 

利用者数 60 56 60 56 60 52 

利用日数 1,000 966 1,000 866 1,000 884 

就労継続 

支援（Ａ型） 

利用者数 430 406 430 392 430 366 

利用日数 8,600 8,093 8,600 7,766 8,600 7,495 

就労継続 

支援（Ｂ型） 

利用者数 850 850 900 901 950 951 

利用日数 12,800 14,543 13,500 15,390 14,200 16,715 

就労定着支援 利用者数 26 21 28 22 30 22 

療養介護 利用者数 33 35 33 37 33 40 

短期入所 
利用者数 170 104 190 109 210 130 

利用日数 1,300 633 1,600 629 1,900 753 

 

（３） 居住系サービス 

 ① サービスの概要 

サービス名 サービスの内容 

自立生活援助 
障害者支援施設等から地域に移り一人暮らしをする方に対し

て、定期的な巡回訪問などにより支援を行う。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活する住居において、世話人等が必要な支援を行う。 

施設入所支援 施設に入所している人に、入浴、排泄、食事の介護を行う。 

 ② サービス種別ごとの必要見込量               （単位：人／月） 

項  目 R6 R7 R8 

自立生活援助 利用者数 2 2 2 

共同生活援助 

（グループホーム） 
利用者数 396 425 457 

施設入所支援 利用者数 344 342 339 
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③ 見込みの考え方・確保のための方策 

見込みの考え方 

◇共同生活援助は、施設入所者や長期入院患者の地域生活移行の受け皿であり、

また、新規事業所が増加傾向であることから、利用者数の増加を見込みました。 

◇施設入所支援は、成果目標に基づき、令和 8年度末に 339人を見込んでいます。 

確保のための方策 

◇福祉施設や病院等からの地域生活移行が円滑に進むよう、グループホームの整

備を促進し、グループホームの空き状況等を把握の上、適切な居住スペースの

確保に努めます。 

④ 第 6期計画期間中の実績                 （単位：人／月） 

項  目 
R3 R4 R5見込 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

自立生活援助 利用者数 15 1 20 1 25 2 

共同生活援助

（グループホーム） 
利用者数 267 314 270 348 273 368 

施設入所支援 利用者数 335 340 335 337 335 336 

 

（４） 相談支援 

 ① サービスの概要 

サービス名 サービス内容 

計画相談支援 
障害福祉サービスの利用のための連絡・調整、利用計画の作成、

モニタリングなどを行う。 

地域移行支援 

入所施設や精神科病院に入所・入院をしている障がいのある人

に対し、地域生活の準備のための外出への同行や相談などの支

援を行う。 

地域定着支援 
居宅で一人暮らしをしている障がいのある人等に対し、夜間も

含む緊急時における連絡、相談などの支援を行う。 

 ② サービス種別ごとの必要見込量               （単位：人／月） 

項  目 R6 R7 R8 

計画相談支援 利用者数 2,680 2,710 2,740 

地域移行支援 利用者数 2 2 2 

地域定着支援 利用者数 5 5 5 
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③ 見込みの考え方・確保のための方策 

見込みの考え方 

◇今後も就労系サービスやグループホームの利用者が増加することが見込まれる

ため、障害福祉サービス利用者に必要な計画相談支援についても、比例して増

加していくと見込んでおります。 

◇地域移行支援、地域定着支援については、実績及び施設入所者の地域移行者数

の目標値も考慮し、算定しています。 

確保のための方策 

◇相談支援事業者連絡会や基幹相談支援センターの人材育成研修を行い、既存の

相談支援専門員のスキルアップや相談支援専門員間の連携強化を図り、各相談

支援専門員の担当件数を増加することで、全体の受け皿を増やしていきます。 

◇自立支援協議会の取組を通じて、一般相談支援事業についての理解促進を図り、

円滑な利用に努めます。 

④ 第 6期計画期間中の実績                  （単位：人／月） 

項  目 
R3 R4 R5見込 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

計画相談支援 利用者数 2,600 2,559 2,700 2,603 2,800 2,650 

地域移行支援 利用者数 5 1 7 0 9 1 

地域定着支援 利用者数 10 4 12 3 14 4 

 

（５） 障害児通所支援 

 ① サービスの概要 

サービス名 サービス内容 

児童発達支援 未就学の障がいのある子どもに対し、日常生活における基本的な

動作の指導や集団生活への適応訓練などを行う。 

医療型児童発

達支援 

肢体に不自由のある未就学の障がいのある子どもに対し、児童発

達支援及び治療を行う。 

放課後等デイ

サービス 

放課後や休業日に支援が必要な就学している障がいのある子ど

もに対し、生活能力の向上のために必要な訓練や社会との交流を

促進するなどの支援を行う。 

保育所等訪問

支援 

保育所等に通う障がいのある子どもに対し、訪問により保育所等

における集団生活への適応のための専門的な支援を提供します。 

居宅訪問型児

童発達支援 

重度の障がい等により外出が著しく困難な障がいのある子ども

に対し、居宅を訪問して支援を行う。 

障害児相談支

援 

障害児相談支援事業所が行う障害児通所支援等の利用のための

連絡・調整、利用計画の作成、モニタリングなどを行う。 



－ 22 － 

② サービス種別ごとの必要見込量  （単位：利用者数 人/月、利用日数 人日/月）  

項  目 R6 R7 R8 

児童発達支援 
利用者数 160 175 190 

利用日数 850 900 950 

医療型 

児童発達支援 

利用者数 0 0 0 

利用日数 0 0 0 

放課後等 

デイサービス 

利用者数 760 770 780 

利用日数 7,450 7,500 7,550 

保育所等 

訪問支援 

利用者数 70 85 100 

利用日数 85 100 120 

居宅訪問型 

児童発達支援 

利用者数 1 1 1 

利用日数 2 2 2 

障害児相談支援 利用者数 1,050 1,080 1,100 

③ 見込みの考え方・確保のための方策 

見込みの考え方 

◇障害児通所支援については、医療型と居宅訪問型の児童発達支援以外はすべて

において利用者数、利用日数ともに増加しています。 

◇障がい児が、園や学校、放課後児童クラブなどの地域で安心して生活できるた

めの支援はますます推進されていくことから、保育所等訪問支援のニーズがよ

り一層高まると見込んでいます。 

◇早期の療育により地域社会への参加が促進される必要もあることから、児童発

達支援の利用者数、利用日数が増えることで、放課後児童クラブ等の地域で生

活する児童の割合が増えることが期待されます。 

確保のための方策 

◇こども・子育てに関する部局や教育委員会などと連携し、障がい児の地域社会

への参加・包括（インクルージョン）推進体制の構築を推進することで、障が

い児が園や学校、放課後児童クラブなどの地域において生活できるように努め

ます。 

◇自立支援協議会などを通じて、障がい児に関する地域課題等を把握し、解決に

向けて取り組みます。 

◇相談支援事業者連絡会や基幹相談支援センターの人材育成研修を行い、既存の

相談支援専門員のスキルアップや相談支援専門員間の連携強化を図り、早期療

育や地域社会への参加・包括（インクルージョン）推進の重要性を理解するこ

とで、必要とされるサービス量の確保に努めます。 
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④ 第 2計画期間中の実績      （単位：利用者数 人/月、利用日数 人日/月） 

項  目 
R3 R4 R5見込 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 

児童発達支援 
利用者数 127 151 128 148 129 155 

利用日数 645 759 650 751 655 820 

医療型児童発

達支援 

利用者数 0 0 0 0 0 0 

利用日数 0 0 0 0 0 0 

放課後等デイ 

サービス 

利用者数 750 661 900 722 1,100 740 

利用日数 9,000 7,322 11,500 7,315 15,000 7,400 

保育所等 

訪問支援 

利用者数 35 30 45 49 55 55 

利用日数 45 44 60 66 75 65 

居宅訪問型児

童発達支援 

利用者数 1 1 1 1 1 1 

利用日数 5 2 5 2 5 2 

障害児相談支援 利用者数 950 921 1,100 963 1,250 1,010 

 


